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幸福度の社会経済的決定要因
―デンマークと日本との比較―

今 井 久

はじめに

ここ数年，幸福度への関心が高まってきている。２００９年，フランスの

サルコジ大統領は，GDP（国内総生産）の計算方法を見直し，長期休暇や

環境への貢献など「幸福度」を加える提案をした。この提案は，ノーベ

ル賞経済学者であるコロンビア大学のスティグリッツ教授とハーバード

大学のセン教授らがまとめた報告書に基づいている。彼らは，GDP で

は「人間の幸福に与える影響がはかれない」と主張している。経済が発

展すると，不平等が高まったり，環境破壊が起こったりしても GDP が

増えることを指摘し，GDP の見直しを求めたものである。さらに余暇

や家事なども付け加えるべきだとしている。

日本においても，「最小不幸社会」が菅直人氏によって提案されてい

る。菅氏は次のように述べている。「政治の目標は『最小不幸社会の実

現』と考えています。国民の中には，『不幸』に遭遇している人がいま

す。そして，人々の『不幸』になる原因は様々です。その原因を政治の

力，つまり『権力』で取り除けるものはできるだけ取り除き，不幸を最

小化すること，それが政治の目標だと思います。」日本において，いか

に不幸を最小限に抑えるかが課題とされており，幸福度という言葉は

使ってはいないものの，幸福度の向上が国の重要な目的であることが示

唆されている。
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２００６年に行われたイギリスのレスター大学の調査によると，デンマー

クの幸福度は１７８ヶ国中第１位であり，日本は９０位であった。また，２００８

年，アメリカ政府が出資する研究機関「ワールドバリューズサーベイ」

の調査によると，世界で最も幸福度の高い国はデンマークであり，日本

は４３位であった。

なぜデンマークの幸福度は高いのだろうか。一方，なぜ日本の幸福度

はそれほど高くないのだろうか。本論文では，幸福度が何によって決定

されるのかを議論し，それぞれの因子について，デンマークと日本の違

いを分析する。それによって，デンマークの幸福度の高さを検証してい

く。

なお，２０１０年の８月２５日から９月４日まで，筆者は�やまなし産業支

援機構との共同研究の一環でデンマークを訪問した。その際，教育関係

者，医療関係者，福祉関係者，教会関係者等，様々な方に対してヒアリ

ング調査を行った。その内容も参考に議論を進めていく。

幸福度の決定要因

Diener and Seligman（２００４）は幸福度に関する多数の文献について，６

分野に分けて包括的なレビューを行っ
（１）

た。６分野とは，�社会状況，�

所得，�仕事，�身体的健康，�精神的疾患，そして�社会関係である。

それらを基に，白石ら（２０１０）は，経済学の立場から５つの分野に整理

し，幸福度との関係について考察を行っ
（２）

た。５つの分野とは，�所得，

所得格差，�労働，�性別，年齢，健康などの個人属性，�婚姻状況な

どの社会的属性，そして�政治経済体制，国民性である。

本論文では，第１の所得，所得格差の分野から所得及び所得格差，第

２の労働の分野から労働，第３の性別，年齢，健康などの個人属性の分

野から健康及び宗教，第４の婚姻状況などの社会的属性の分野から子ど

も，そして第５の政治経済体制，国民性の分野から国民性の合計７つの
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社会経済的因子を選択し，デンマークと日本を比較しながら，両国の幸

福度にどのように影響しているのかを考察する。

１．所得

経済学的に考えると，幸福度に関連が深い因子の１つは所得である。

経済学では，人々の所得が増大し，人々がより多くの財・サービスを消

費し所有することによって，人々の福祉は向上すると考えられ，更には

幸福度が向上すると考えられている。

Deaton（２００７）は，世界１３２カ国の人々を調査した Gallup 世論調査の

データをもとに，世界各国で所得と幸福度の関係を考察し
（３）

た。幸福度の

平均値は１人当たり国民所得と強い関連を持っており，１人当たり国民

所得が２倍増えると幸福度が約１ポイント増加していた。

一方，ある程度経済的に発展した社会においては，所得の増加が幸福

度の増加に必ずしも繋がらないといった報告もなされている。これが

「幸福のパラドックス」である。

幸福のパラドックスの原因として，白石ら（２０１０）は３つの説明を行っ

てい
（２）

る。１つ目は，人々の幸福度は，たとえ経済学が想定するように所

得に依存するものとしても，その他の心理的な要因にもより強く依存す

るというものである。２つ目は，人々が参照しているのは絶対所得では

なく相対所得であるというものである。これは，相対所得仮説として経

済学の分野で研究されている。３つ目として，人々は満足レベルを時間

とともに引き上げるというものである。

更には，４つ目の説明として社会階級との関連性が考えられる。イギ

リスで行われた全国児童発達調査（NCDS）によると，所得が同じ人を比

べた場合，生活満足度と社会階級の間には関連性があった。しかし，階

級が同じ人を比べた場合，所得と生活満足度の間には，ほとんどなにも

関係がなかった。つまり，所得が増加しても，社会階級が同じならば幸
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福度は向上しないのである。

デンマークと日本の経済的な指標を比較してみると，２００７年の国民１

人当たり GDP は，デンマークが５６，７８８ドルの世界第６位であるのに対

して，日本は３４，３２６ドルの１９位である。また，２００９年の１人当たりの国

民総所得は，デンマークが５８，９３０ドルの世界第８位であるのに対して，

日本は３７，８７０ドルの３２位である。これらの指標から，所得に関しては，

デンマークのほうが日本より優位であると言える。更には，デンマーク

の首都であるコペンハーゲンの平均月収は額面で４７８，２００円であるのに

対して，日本の首都である東京は３１４，６００円と，こちらのデータもデン

マークの優位性を示している。しかし，デンマークの国民負担率

は，２００７年の数値で７１．７５％と世界で一番高い割合であるのに対して，

日本は３９．５％である。これらを考慮すると，コペンハーゲンの手取りは

約２７万円であり，東京は約２４万円となる。コペンハーゲンの物価が東京

よりやや高いことを考えると，コペンハーゲンと東京の実質的な月収は

ほぼ同じである。要するに，所得自体の優位さはデンマークにあるもの

の，デンマークと日本とでは，可処分所得はほぼ同じである。ただ，デ

ンマークの場合，教育，医療，福祉は国が負担しているので，これらに

関して個人的にはほとんどお金がかからない。このことは国民の生活に

とって非常に重要であり，デンマークは日本と比較して，経済的な安心

が高いことが考えられる。この，経済的な安心の高さが，デンマークの

高い幸福度に繋がっているのではないだろうか。

２．所得格差

日本のデータで分析した結果であるが，所得の不平等感を持っている

人は幸福度が低いと指摘されてい
（２）

る。この傾向は日本以外でも確認され

ており，ヨーロッパにおいても所得の不平等が幸福度を低下させてい
（４）

る。また，欧米においても，所得格差の増大が低所得層の幸福度を低下

研究年報 社会科学研究 第３１号（２０１１年２月１５日）

９２



させてい
（５）

る。アメリカ国内においては，地域別の幸福度と所得分布との

関係が観察され，最高所得が高い地域ほど平均的な所得の水準に関わり

なく幸福度が低かっ
（６）

た。最近，中国の経済成長はめざましいが，中国で

は１９９０年から２０００年まで経済が急速に発展したにもかかわらず，国内の

幸福度は低下した。その理由として，所得格差の増大が指摘されてい
（７）

る。これらのように，所得格差はそこに住んでいる人の幸福度にマイナ

スの影響を与えることが数多く報告されている。

所得格差をあらわす指標の１つとしてジニ係数がある。このジニ係数

を用いて，OECD 加盟国のデータから，デンマークと日本の所得格差を

比較してみる。デンマークは加盟国の中で最低の０．２３と OECD 加盟国

の平均を０．０７ポイント（２５％）以上下回っている。一方，日本のジニ係

数は０．３２であり，加盟国の中で２０番目に高い。

次にジニ係数の変化を見てみる。デンマークでは，１９８０年代半ばから

１９９０年代半ばまで，ジニ係数はやや減少している。その後，１９９０年代半

ばから２０００年半ばまで，やや増加している。１９８０年代半ばから２０００年半

ばまでを通してみると，やや増加している。一方，日本では，１９８０年代

半ばから１９９０年代半ばまで，ジニ係数は増加しているが，その後，１９９０

年代半ばから２０００年半ばまで，ほぼ横ばい状態である。１９８０年代半ばか

ら２０００年半ばまでを通してみると，やはりやや増加している。ただし，

増加の割合は，日本のほうがデンマークよりやや大き
（８）

い。

これらのデータから，デンマークにおける所得格差の低さ，また，所

得格差の変化の低さが，デンマークの高い幸福度に繋がっているのでは

ないだろうか。

３．労働

経済学において，労働は負の効用をもたらすものとされているが，労

働と幸福度との正の相関も数多く報告されている。これは，働くことが
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生きがいや，経済的な余裕に繋がるといった理由からである。また，失

業と幸福度との関係も確認されている。例えば，壮年期において失業が

幸福度を引き下げるという報告があ
（９）

る。また，高齢者の就労は，仕事の

種類にもよるが，一般的にはその人の幸福度を引き上げ
（１０）

る。

一方，労働の幸福度に対して，経済的な影響はそれほど大きくないこ

とも指摘されている。例えば，経済変数を調整した場合でも，失業が幸

福度にマイナスの影響を与えてい
（１１）

る。ただ，失業が幸福度に与える影響

のうち所得による効果は３分の１程度であ
（１２）

る。いずれにしても，幸福度

において，労働と失業対策の影響は大きいと考えられる。

デンマークは１９９０年代から「アクティベーション」とよばれる積極的

労働市場政策を導入し，失業率を大幅に下げることに成功した。これ

は，デンマーク・モデルとして注目され，「社会的包摂の場として労働

市場を重視しつつも，強制よりも支援に重点を置く」アプローチであ
（１３）

る。目的は雇用能力を高めることにあるので，労働技能の低いクライア

ントをいきなり通常の労働市場に放り込むことはせずに，職業訓練や教

育を通して，賃金に見合う労働能力を習得させることを重視する。アク

ティベーションには主に次のようなプログラムが含まれ
（１４）（１５）（１６）

る。

（１）カウンセリング

プログラム開始の前提として，失業者にプログラムの情報提供やガイ

ダンスを行う。行動計画の契約を行う。

（２）職業訓練（補助金付き雇用）

民間企業または公共セクターにおいて，雇用主に賃金補助を支給する

ことでクライアントに一時雇用を提供する。参加者は労使協定で決定さ

れた賃金が支給されるが，上限を超えて支払われてはならない。主に失

業保険加入のクライアントに利用されている。
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（３）個別的な職業訓練

民間企業・ボランタリー組織・公共セクターにおいて，雇用主に賃金

補助を支給することで雇用を提供する。通常の労働市場で職を見つける

ことが困難な失業者向けのプログラムであり，雇用の内容は通常の賃金

労働とは異なり，付加的な労働である。参加者に支払われる賃金は，公

的扶助に若干の補助が加わる程度と低く，雇用主への賃金補助額はより

多くなる。主に失業保険に未加入のクライアントによって利用されてい

る。

（４）教育

高校や成人学校での継続教育が行われている。また，移民・難民のた

めのデンマーク語の教育も行われている。

（５）ボランティア

アクティベーションのなかでは控えめな役割しか果たしていないが，

芸術，環境保護，福祉，スポーツなどのボランタリー組織やアソシエー

ションのなかでの活動である。

また，アクティベーション政策とは異なるが，休暇制度が設けられた

ことも重要である。この休暇制度は教育休暇，育児休暇，有給休暇の３

種類から構成されている。教育休暇では，政府公認の教育に参加するこ

とによって，失業給付と同等の給付金を受け取ることができる。失業保

険に加入している２５歳以上で，休暇開始の時点から過去５年以内に３年

以上の就労経験がある者が対象者となり，休暇期間は最低１週間から最

長１年間までである。

以上のようなデンマークにおける労働市場政策が，高い幸福度に影響

していると考えられる。
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４．健康

個人の健康が幸福度に影響するのは十分理解されているが，健康状態

が悪くなった場合，人はその状況に適応しようとするため，病気自体と

幸福度との相関はそれほど高くはな
（１）

い。また，病気になると健康であっ

た時点の幸福度の基準を低く設定することで病気になったことによる幸

福度が調整され
（１７）

る。

一方，幸福度から健康への因果関係も報告されている。幸福度の高い

国では健康状態もよ
（１８）

く，所得等の経済的な因子で調整した場合でも，幸

福度の高い国のほうが平均寿命は高
（１９）

い。

国民の健康状態を表す指標としては，平均寿命や乳児死亡率が一般的

である。これらの数値によると，日本は世界一健康な国である。

２００９年の日本人の平均寿命が男性７９．５９歳，女性８６．４４歳と，ともに４

年連続で過去最高を更新している。男性は世界第４位，女性に関しては

世界第１位である。男女を合わせても，日本の平均寿命は世界一であ

る。一方，デンマークの平均寿命は，日本のほぼ８３歳に対してほぼ７９歳

と世界２９位である。

乳児死亡率の低さにおいても，日本は世界のトップクラスであり，デ

ンマークも日本よりやや高いものの世界の上位に位置している。

これらからすると，日本は世界一健康な国であり，デンマークも日本

ほどではないものの，世界の中で健康な国の１つであると言える。しか

し，先進国では，所得や医療水準が高い反面，ストレスも多いので，う

つ病などの精神的疾患の発病率が上昇している。精神面が幸福度に与え

る影響は重要であ
（２０）

り，従来の幸福度研究の「健康」は主に身体的健康に

限られているので，精神的な健康も含めるべきだとされてい
（１）

る。

日本では，自殺者の増加が社会問題となっている。２００９年の統計によ

ると，日本において１０万人当たりの自殺者の数は２４．４人で世界第６位で
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あり，デンマークは１１．９人で３５位である。このように，日本の自殺率

は，世界的に見ても高い水準にある。OECD 諸国の中では第２位であ

り，これは，アメリカの２倍，イタリアやイギリスの３倍という数値で

ある。WHO の発表でも，日本の自殺率は先進国の中でトップクラスだ

という報告がる。

高い自殺率の背景には，バブル崩壊後の日本社会の急激な変容があ

る。年功序列型の終身雇用の崩壊や成果主義から，勝ち組・負け組と

いった言葉で表されるストレスの強い社会への移行もあるのではないだ

ろうか。

日本国内の統計では，自殺は日本人の死因の第６位になっている。ま

た，年代別には，２０～４５歳の男性と１５歳～３５歳の女性において，死因の

第１位である。特に中高年の自殺率が高く，自殺者全体の６割を占めて

いる。

このように，日本における高い自殺率の背景にあるストレスや社会不

安が，日本においては幸福度にマイナスの影響を与えているのではない

だろうか。

５．宗教

宗教への信仰心はストレスを緩和する要因となりうるため，信仰心の

篤い人は幸福度が高
（２１）

く，国全体でも同様な傾向がみられ
（２２）

る。

現代の日本人の大多数は，宗教儀礼に参加してはいるものの，特定の

宗教組織に対する帰属意識は低く，自分のことを「無宗教」と考える人

も多い。

一方，デンマークでは，国民の９割以上がキリスト教徒であり，国民

の信仰心は日本と比較しても高い。政府には教会省が設置されており，

国内の教会を管理している。特に，デンマーク国教会は，デンマークで

最大の規模を誇るキリスト教会である。国王が長を務め，教会省が管理
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を行い，デンマーク議会が最高立法機関となっている。現在，デンマー

ク国民の約９０％が国教のルーテル福音派キリスト教に属している。その

他には，プロテスタント・ローマカトリックが３％，イスラム教が

２％，そしてユダヤ人が０．１％である。２００９年に行われた世論調査によ

ると，国民の２５％がキリストは神の子であると信じており，１８％が救世

主であると考えている。

このような，デンマーク人の信仰心の篤さが，高い幸福度に繋がって

いるのではないだろうか。

６．子ども

子どもの誕生により幸福度は影響を受
（２３）

け，多くの研究は子どもの誕生

と子育てにより結婚の幸福度は低下すると報告している。多くの場合，

親は子どもからプラスの影響を受けていると感じるため，生活全体の幸

福度は上昇する。一方，女性は子どもが生まれると母親としての新たな

役割にストレスをため込んでしまい，幸福度が低下す
（２４）

る。

デンマークは第２次世界大戦後に，日本と同様ベビーブームが到来

し，６０年代前半まで出生率は２．０以上を保っていたが，１９８３年までには

１．３７まで落ち込んだ。その理由としては，農業国から工業国へと移行

し，女性が労働力として社会に出たことで，子どもを産むのを控えたこ

と等が影響している。しかし，翌年から増加に転じ，１９９５年には１．８０ま

でに上昇した。それは，デンマークにおける子育て支援の政策によるも

のであった。以下，デンマークの子育て支援の政策を紹介す
（２５）

る。

（１）子ども手当

原則１８歳未満の子どもを持つ母親に子ども手当が支給される。対象は

３つのグループに分けられており，２０１０年の支給額は，０歳から２歳の

子どもを対象として３ヶ月毎に４，２４７クローネ（月額約２４，０００円），３歳か
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ら６歳の場合は３，３６２クローネ（月額約１９，０００円），７歳から１７歳の場合は

２，６４５クローネ（月額約１５，０００円）となっている。３ヶ月毎に年４回支給

される。

（２）出産時の安心

妊娠の確認ができると，ホームドクター，出産する病院，ヨーモアと

よばれる助産師がそれぞれ対応し，安心して出産することができる。出

産にかかる費用はなく，定期検診等も含めて，出産時の入院費も全て無

料である。出産はヨーモアが担当するが，医者は必要に応じて対応す

る。つまり，デンマークには，安心して出産できる環境がある。

（３）出産後のケア

チャイルドナースとマザーグループとによって，母親が育児ノイロー

ゼにならないように工夫されている。

チャイルドナースとは，出産と同時に自宅を訪問してくれる看護師シ

ステムで，出産後すぐにチャイルドナースから自宅に電話があり，訪問

日を決めて，自宅に育児のノウハウと子どもの健康診断をしに来てくれ

る。退院後１週間以内に１回目の訪問があり，その後は生後２週

間，１ヶ月，２ヶ月，４ヶ月，８ヶ月，１年というように，子どもの成長

に応じて，２歳になるまで３～６ヶ月の間隔で希望に応じて来てくれる。

マザーグループとは，このチャイルドナースが担当している母親のう

ち，出産した時期が近い子どもの母親を５～６人集めてのグループであ

る。週に１回程度，グループでメンバーの自宅に集まってランチやお茶

を楽しみながら，お互いの子どものことで，悩みや愚痴を言い合って，

楽しく過ごしながらも子育てに役立つ情報交換などをする。チャイルド

ナースは最初のアレンジをするだけで，あとはメンバーが自分たちで集

まる日を決めて，順番にメンバーの自宅を回る形で，自分たちだけで活

動する。
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このように，同じ悩みを持つもの同士で情報を交換する事はとても重

要であり，精神的なストレスを緩和する環境づくりにも役立っている。

（４）男女平等の意識

男女平等の意識が高いため，子育ては母親だけの仕事ではなく，両親

の責任という平等の認識がある。そのため，男性の子育て参加の役割が

大きく，子育てに関する母親の負担は大分軽減される。

また，新生児の育児は夫婦でするものであって，父親または母親の両

親の手助けはまず考えられない。ほぼ全ての父親が，新生児の育児体験

をしていることで，社会的にも子育ての感心や意識が高くなる。

（５）保育施設の充実

生後６ヶ月から保育園やデイケアマザーに子どもを預けることができ

る。デイケアマザーは，自宅で０～３歳の子ども３～４人の保育をす

る。規則では，地方自治体の責任で，生後２６週を過ぎても待機リストに

入っている場合には，それから４週間以内に地方自治体の責任で預ける

場所を確保することになっており，できない場合は，居住地の地方自治

体ではなく，父親か母親の勤務先の地方自治体で探すことや，また私立

の施設を利用する場合にはその差額を居住地の地方自治体が担うことに

なっている。

（６）無料の教育費

小学校から大学まで，公立の学校の教育費は無料である。高校の無償

化が始まったのは１９０３年のことで，もう１００年以上前から高等教育の無

償化が始まっていた。子どもが何人いても，親が教育費の心配を一切し

なくていいことは，経済的な安心に繋がっている。
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（７）休暇制度

母親の産休は，産前４週間と産後１４週間が最低５０％の給与保証で認め

られている。また国民の義務として，１年に最低５週間の有給休暇を取

ることが，全ての労働者に認められている。この他にも，子どもが９歳

になるまでにとれる育児休暇などがあり，家族で計画的に休暇制度を利

用して，長期海外旅行にでる家族もある。また，子育てと休暇を連携し

て考えることができるので，子どものいる家庭では，学校が休みの時期

に合わせて，親も休暇を取り，上司も優先的に子どものいる人が休みを

取りやすいよう配慮してくれる。

（８）子どもに優しい社会

デンマークでは，街でよく赤ちゃんを見かける。これは，赤ちゃん連

れでも外出しやすい環境があるからで，バリアフリーで，どこにでも大

きな乳母車ででかけられることが赤ちゃんをたくさん見かける事に繋

がっている。電車はもちろんバスにもこうした大きな乳母車ごと乗れて

しまうので，まったく問題なく外出できる。筆者も，母親が１人で大き

な乳母車を押して電車を利用する光景をよく見かけた。

以上のように，デンマークでは子育てに関する制度が整っており，子

育てに適した環境がある。このことが，デンマークの高い幸福度に繋

がっていると考えられる。

７．国民性

一般的に，文化等の違いにより幸福度が異なることが報告されてい

る。ここでは，筆者がデンマーク滞在中に感じたデンマーク人の国民性

について議論する。
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（１）競争

デンマークの教育現場では，競争はできるだけ排除されているようで

ある。競争ではなく，「学ぶ意味」や「自己啓発的な学び」を動機とし

て，義務教育から成人教育まで協同的な学習を重視している。子どもの

親や先生が子どもに望むことは「好きなことをして生きていくこと」

「自立」，そして「自律」である。

筒井（２０１０）は，競争心が幸福度を引き下げる可能性を示唆している
（２６）

が，競争の少ないデンマークの教育環境や，そうした環境の下での人間

形成は，デンマークにおける幸福度を向上させている可能性がある。

（２）他人の幸福

デンマークで，経済学の専門家と議論する機会があったが，そこで構

築した仮説は「デンマーク人は，他人の幸福が自分の幸福にプラスに影

響する割合が大きい」であった。他の人が幸せを感じると，自分も幸せ

を感じるというものである。人は，多かれ少なかれ，このような性質を

持っていると考えられるが，デンマーク人はその傾向が強いのではない

だろうか。

世界一の国民負担率で，所得税は５０％以上，そして消費税も２５％とい

うデンマークで，人々はそれほど大きな不満もなく税金を納めている。

そして，その税金は全国民のために使われている。これは，政府に対す

る信頼の高さにサポートされていると考えられるが，この税金によって

国民が幸せになることによって，自分自身もより幸せを感じているよう

である。このような他人の幸福が自分の幸福度にプラスに影響する度合

いの大きさがデンマーク人の高い幸福度に繋がっている可能性は十分考

えられる。
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おわりに

本論文では，幸福度に影響するであろうと考えられている社会経済的

因子のうち７つを選択して，デンマークと日本とを比較してきた。これ

らの因子が幸福度に与える影響を考えたとき，７つのすべてにおいてデ

ンマークの優位性が確認できた。

これらの因子は，最新の研究において，幸福度との関係が報告されて

いるものである。この優位さが，いつの時代にも幸福度に強い影響を及

ぼしているとは限らないが，現代においては重要な因子であることは確

認されている。

本論文において，デンマークの幸福度の高さは，経済的な安心，所得

格差の少なさ，労働市場政策，ストレスの少なさ，信仰心の篤さ，子育

てに適した環境，そして，競争が少ない国民性，他人の幸福を自分の幸

福と感じる国民性によって説明することができた。ただし，他人の幸福

を自分の幸福と感じる国民性に関しては，筆者がデンマーク滞在中に構

築した仮説であるので，今後の検証が必要となってくる。

一方，日本の幸福度の低さは，デンマークと比較した場合，これらの

因子が幸福度の優位に働いていないことに原因があると考えられる。具

体的には，経済的な安心の低さ，所得格差の増大，不十分な労働市場政

策，ストレスの多さ，信仰心の少なさ，子育てに適した環境が整備され

ていないこと等が日本の幸福度の低さを説明していると考えられる。

本論文では，議論した因子の実証的な検証まで行うことができなかっ

たが，今後は実証的な検証を行っていきたい。

（本研究は，�やまなし産業支援機構との共同研究の一環として行

なったものである。）
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